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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

総括研究報告書 

 

「健康日本 21（第三次）におけるソーシャルキャピタルに関する指標及び具体的方策の検

討のための研究」 
 

研究代表者 中込 敦士（千葉大学予防医学センター 社会予防医学研究部門） 

 

研究要旨 

【目的】健康日本 21（第三次）の中間評価に向けて、健康指標との関連性や妥当性のあるソーシャルキ

ャピタルに関する指標を設定するために基礎資料をまとめ、ソーシャルキャピタルの醸成に向けた地域

資源整備・アクションプランの見直しや改善に向けた評価を行うことを目的とした。 

【方法】1. 健康日本 21のソーシャルキャピタル指標の妥当性について、1-1)先行研究のレビュー、1-

2）認知的ソーシャルキャピタルの妥当性検討、1-3) 構造的ソーシャルキャピタルと健康指標との関連

の検討、を行った。2. ソーシャルキャピタルの醸成に向けた地域資源整備・アクションプランの見直し

や改善のために 2-1) 保健所や地域資源等の体制整備の検討、2-2)アクションプランの見直しや改善に向

けた評価を行った。 

【結果と考察】1-1）先行研究のレビューからは認知的ソーシャルキャピタルに特化したシステマティッ

クレビューはなく学術的エビデンスとしてはまだ希薄であることが示唆された。1-2）認知的ソーシャ

ルキャピタルの妥当性検討からは、高齢者では 3つの認知的ソーシャルキャピタル指標（信頼、互酬

性、愛着）指標で健康・ウェルビーイングと広範な関連が見られた。また、複数の海外調査に共通して

利用されている国際比較可能なソーシャルキャピタル指標を４つ抽出した。1-3) 構造的ソーシャルキ

ャピタルと健康指標との関連の検討からは、社会参加は若年期の心理面や健康行動、中年期の健康行

動、高齢期のウェルビーイングの一部、社会的な健康、歩行時間との良好な関連が見られた。2-1) 保

健所や地域資源等の体制整備とソーシャルキャピタル醸成や健康と関連性の検討からは、多様なステー

クホルダーが集まり地域の課題に取り組む体制構築事例の抽出をした。また、人口あたりの常勤保健師

数とソーシャルキャピタル指標との関連はみられなかったが、比較的人口の多い市町において市町村保

険者機能強化推進交付金の評価スコアが高い市町では社会参加割合が高かった。2-2)ソーシャルキャピ

タルの醸成に向けた地域資源整備・アクションプランの見直しや改善に向けた評価からは、健康増進計

画策定済みの 45 都道府県の 42/45（93.3%)でソーシャルキャピタル関連指標が目標に掲げられていた。 

【結論】本研究により、日本人高齢者において認知的ソーシャルキャピタルが健康・ウェルビーイング

と有意に関連することが示された。また、構造的ソーシャルキャピタルも若年・中年期の心理面や健康

行動と良好な関連を示し、悪影響は認められなかった。健康増進計画の多くでソーシャルキャピタル指

標が目標に含まれており、政策的関心が高いことがうかがえる。今後は、地域資源や体制整備の実態を

把握し、エビデンスに基づくアクションプランの改善が求められる。 
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Ａ．研究目的 

 健康日本 21（第三次）では社会とのつながりの維持と向上に向けて、認知的ソーシャル

キャピタル（地域の人々とのつながりが強いと思う)及び構造的ソーシャルキャピタル（社

会活動）の２つの目標値が設定された。ソーシャルキャピタルと健康・ウェルビーイング

指標との関連はこれまで報告されてきている一方、健康日本 21（第二次）の最終評価報告

書でもソーシャルキャピタルについて、「健康指標と関連するのか、予測妥当性等に関する

科学的知見があるのか明らかではない」と指摘され、領域全体の課題として、「今後の指標

の設定に当たっては、エビデンスに基づいて健康寿命等、健康日本 21 が掲げる指標と関

連のあるソーシャルキャピタル指標を検討することが望まれる」とされている。 

 また、ソーシャルキャピタル醸成にむけた事例が集積してきており、アクションプランの

作成も進んでいる。しかし、多様なステークホルダーの参画が必要になるソーシャルキャピ

タル醸成において、地域資源をうまく活用しステークホルダー間を有機的に結び付ける仕組

み・知見が不足している現状がある。 

 本研究は、健康日本 21（第三次）の中間評価に向けて、健康指標との関連性や妥当性の

あるソーシャルキャピタルに関する指標を設定するために基礎資料をまとめ、ソーシャルキ

ャピタルの醸成に向けた地域資源整備・アクションプランの見直しや改善に向けた評価を行

うことを目的とした。 

 

 

Ｂ．研究方法 

 健康日本 21 のソーシャルキャピタル指標の妥当性を検討するために 1-1)～1-3)の３つの

方法で、ソーシャルキャピタルの醸成に向けた地域資源整備・アクションプランの提言見直

しや改善のために 2-1)、2-2)の 2 つ方法で研究を進めた。 

1. 健康日本 21（第三次）の中間評価に向けて健康指標との関連性や妥当性のあるソーシ

ャルキャピタルに関する指標を設定するための基礎資料のまとめと提言 

1-1）先行研究のレビュー 

 認知的ソーシャルキャピタルと健康寿命等、健康日本 21（第三次）が掲げる指標との関

連性や妥当性に関する国内外エビデンスを MEDLINE、Cochrane CENTRAL、医学中央雑誌等

のデータベースの検索またはハンドサーチにより収集した。出版形式は Systematic 

Review 論文を対象とした。現状のエビデンスについて領域の整理、基礎資料の構築を行っ

た。 
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1-2）認知的ソーシャルキャピタルの妥当性検討 

 日本老年学的評価研究（JAGES）の 3時点調査（2016-2019-2022 年）に参加した 65 歳以

上の要介護認定を受けていない高齢者（41,758 人・56,153 人）を対象に、認知的ソーシ

ャルキャピタル（信頼、互酬性、愛着）と健康・ウェルビーイングとの関連をアウトカム

ワイド研究により包括的に評価した。アウトカムは計 7の領域、46 の健康・ウェルビーイ

ング指標を設定した。 

 また、Health and Retirement Study (HRS)、English Longitudinal Study of 

Ageing(ELSA)、The Irish Longitudinal Study on Ageing (TILDA)などの国際調査から、

国際比較可能な認知的ソーシャルキャピタル指標を抽出した。また、日本語版指標を作成

した。作成した指標を、JACSIS2024 年研究に導入し実施、JAGES の 2025 年度調査に向け

た提案を行った。 

1-3) 構造的ソーシャルキャピタルと健康指標との関連の検討 

 社会活動と健康・ウェルビーイングについてのエビデンスは認知的ソーシャルキャピタ

ルと比較して豊富であり、特に高齢者ではある程度確立していると考えられる。一方で若

年、中年期のエビデンスが乏しいため、本研究ではインターネット調査である JACSIS の 3

時点調査（2022-2023-2024 年）に参加した約 12,000 名を対象に、構造的ソーシャルキャ

ピタル（社会活動）と健康・ウェルビーイングとの関連をアウトカムワイド研究により包

括的に評価した。アウトカムは 7領域、30 個の健康・ウェルビーイング指標とした。 

2. ソーシャルキャピタルの醸成に向けた地域資源整備・アクションプランの提言見直し

や改善に向けた評価  

2-1) 保健所や地域資源等の体制整備の検討 

 保健所などの地域資源によるソーシャルキャピタル醸成への取組事例として高知県、香

川県高松市の取組をまとめた。また、体制整備の評価指標として、JAGES2022 年調査に参

加している 71 市町村の人口あたりの常勤保健師数，市町村保険者機能強化推進交付金を

抽出し、社会参加割合との関連を検討した。 

2-2)ソーシャルキャピタルの醸成に向けた地域資源整備・アクションプランの見直しや改

善に向けた評価 

 アクションプランの見直しや改善を行うにあたり、健康日本 21（第三次）の実施主体の

1つである都道府県におけるソーシャルキャピタル醸成政策の実態を把握するために、各

都道府県の健康増進計画のレビューを実施した。 
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（倫理面への配慮） 

本研究は、厚生労働省「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」等を遵守し、個

人情報（氏名や住所など個人が特定できるもの）を削除した匿名化されたデータを用い

た。データ分析および研究成果の発表の際には個人を特定することは不可能である。本報

告では、国立研究開発法人国立長寿医療研究センターの倫理・利益相反委員会（992-4、

1244）、千葉大学の倫理審査委員会（2493）で承認された JAGES、及び大阪国際がん研究セ

ンターの倫理審査委員会（20084-8）、千葉大学の倫理審査委員会（2493）で承認された

JACSIS の一貫として研究を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 健康日本 21（第三次）の中間評価に向けて、健康指標との関連性や妥当性のあるソー

シャルキャピタルに関する指標を設定するための基礎資料のまとめと提言 

1-1）先行研究のレビュー 

 認知的ソーシャルキャピタルと健康・ウェルビーイングとの関連について既存のエビデ

ンスを整理するために、これまで発表されているシステマティックレビューの検索を実施

した結果、1,981 件の文献が抽出され、2人の研究者が独立して一次スクリーニング（タイ

トルと要約のスクリーニング）を行った。その結果、76 件が 2次スクリーニングの組入基

準を満たす適格論文として判定された。これらの論文はソーシャルキャピタルの一要素と

して認知的ソーシャルキャピタルに言及しているに過ぎず、認知的ソーシャルキャピタル

に特化したシステマティックレビューはなかった。 

1-2）認知的ソーシャルキャピタルの妥当性検討 

 高齢者の縦断分析において信頼、互酬性、愛着は一貫して 3年後の複数の健康とウェル

ビーイング領域の指標の有意な予測妥当性があることが示された。具体的には、信頼は全

46 指標のうち 25 指標、互酬性は 23 指標、愛着は 24 指標とそれぞれ有意な関連が確認さ

れ、その関連は主に生活満足度、主観的な身体的・精神的健康、人生の目的や意味などで

あった。３つの指標の間で関連に大きな差はなかった。 

 複数の海外調査に共通して利用されている国際比較可能なソーシャルキャピタル指標と

して４つの指標を抽出した。これらは健康日本 21 や JAGES などでこれまで採用されてきた

設問とは異なり、あらたな指標として日本での妥当性の検証が必要と考えられた。これら

の指標を日本語に翻訳し、これら 4指標と、健康日本 21（第三次）で目標とされている

「地域の人々とのつながりが強いと思う」の設問を JACSIS2024 年調査に導入し実施し、

JAGES2025 年調査に入れる準備を進めた。 
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1-3) 構造的ソーシャルキャピタルと健康指標との関連の検討 

 若年期において、社会参加している者では社会参加していない者と比較し、うつ症状と

孤独感が減り、歩行時間が増え、健診受診を行うようになっていた。中年期において、友

人と会う頻度や歩行時間が増え、健診受診を行うようになっていた。高齢期では、人生の

意味が増し、友人と会う頻度と 1ヶ月間に会う友人の数が増え、歩行時間も増えていた。 

 

2. ソーシャルキャピタルの醸成に向けた地域資源整備・アクションプランの提言見直し

や改善に向けた評価  

2-1) 保健所や地域資源等の体制整備の検討 

 高知県、香川県高松市のソーシャルキャピタル醸成事例を取りまとめた。高知県では、

県が認定する地域福祉コーディネーターの配置やサテライト展開などは、都市部・中山間

地域を問わず横展開できる可能性があった。高松市では、市や社会福祉協議会での分野横

断的な組織の設置、既存の自治会や地区協議会の活用、アンケートや地域診断による課題

把握が挙げられた。また、人口あたりの常勤保健師数とソーシャルキャピタル指標との関

連はみられなかったが、比較的人口の多い市町において市町村保険者機能強化推進交付金

の評価スコアが高い市町では社会参加割合が高かった。常勤保健師数のみではなく、保健

職以外に地域のソーシャルキャピタル醸成に関わる人員数などの検討が必要と考えられ

た。 

2-2)ソーシャルキャピタルの醸成に向けた地域資源整備・アクションプランの見直しや改

善に向けた評価 

 策定済みの 45 都道府県の健康増進計画策定状況をレビューし、42/45（93.3%)でソーシ

ャルキャピタル関連指標が目標に掲げられていた。そのうち、27/42(64.3%)で認知的ソー

シャルキャピタル指標、42/42(100%)で構造的ソーシャルキャピタル指標（社会活動）、

24/42(57.1%)で構造的ソーシャルキャピタル（共食）が目標として設定されていた。

17/42(40.5%)で認知的、構造的（社会活動）、構造的（共食）ソーシャルキャピタルの全

てを目標に掲げていた。 

 

Ｄ．考察 

 本研究は、健康日本 21（第三次）の中間評価に資する形で、ソーシャルキャピタルに関

する健康指標との関連性や妥当性を検討し、あわせてソーシャルキャピタル醸成に向けた地

域資源整備およびアクションプランのあり方を評価したという点において、政策実装に直結
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する実践的知見を提供するものである。 

 まず、「健康日本 21（第三次）の中間評価に向けて、健康指標との関連性や妥当性のある

ソーシャルキャピタルに関する指標を設定するための基礎資料のまとめと提言」では、 既

存文献レビューの結果から、認知的ソーシャルキャピタルに特化したシステマティックレビ

ューが存在しないという現状が明らかとなり、エビデンス創出における明確なギャップが確

認された。このことは、行政指標としての導入が進まない一因とも考えられ、今後はエビデ

ンスの質と量の両面から、認知的ソーシャルキャピタルの研究基盤を強化していく必要があ

る。 

 本研究では、高齢者における認知的ソーシャルキャピタル（信頼・互酬性・愛着）のエビ

デンス創出にまず取り組み、いずれの指標も半数以上のアウトカムと有意な関連を示し、特

に主観的な身体的・精神的健康や生活満足度、生きがいや人生の意味といった主観的ウェル

ビーイング指標において強い関連が認められた。これは、認知的ソーシャルキャピタルが身

体的健康にとどまらず、精神的・社会的側面にも横断的な影響を及ぼすことを示しており、

認知的ソーシャルキャピタルの重要性を再評価する契機となる。 

 一方、構造的ソーシャルキャピタル（社会活動）に関しては、従来高齢層において蓄積さ

れてきたエビデンスに加え、本研究では若年層・中年層への影響を実証的に提示した点が重

要である。特に、うつ症状や孤独感の軽減、歩行量の増加、健診受診といった心理的・行動

的アウトカムとの関連が若年期から中年期においても観察され、構造的ソーシャルキャピタ

ルは高齢期に限定される概念ではなく、生涯を通じて健康を支えるライフコース型の社会的

資本であることが示唆された。 

 次に、「2. ソーシャルキャピタルの醸成に向けた地域資源整備・アクションプランの見

直しや改善に向けた評価」では、まず地域資源の観点から、高知県および香川県高松市に

おける先進事例を通じて、ソーシャルキャピタル醸成に資する実践モデルの有効性が確認

された。高知県の地域福祉コーディネーター制度や、高松市の分野横断型組織の設置は、

都市部・中山間地域を問わず展開可能なフレームワークとして高く評価される。 

 しかしながら、本研究において測定された地域資源指標とソーシャルキャピタル指標と

は有意な関連は確認されなかった。このことから、現在用いている地域資源の測定指標の

妥当性に加え、ネットワークの連結度や協働の質といった“機能的資源”としての評価視

点も今後は重要になると考えられる。さらに、現状の市町村単位のエコロジカル解析では

統計的検出力に限界があり、個人レベルでの検証を導入することで、より精緻な評価が可

能になると考えられる。 

 また、都道府県の健康増進計画のレビューにより多くの自治体がソーシャルキャピタル
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指標を目標として掲げている一方で、認知的ソーシャルキャピタルの導入率が構造的ソー

シャルキャピタルと比較して低い傾向にあることが判明した。その背景には、認知的ソー

シャルキャピタルに関する科学的エビデンスの不足に加えて、政策担当者にとって施策例

や評価方法が不明確であるという課題が存在する。今後はこれらを補うために、認知的ソ

ーシャルキャピタルに関する具体的な事業モデルの提示（アクションプラン等）や、標準

化された評価指標の整備が求められる。 

 

Ｅ．結論 

 本研究は、健康日本 21（第三次）の中間評価に向け、ソーシャルキャピタル指標の妥当

性および実効性に関する科学的根拠を提供するとともに、ソーシャルキャピタル醸成に向

けた地域資源整備およびアクションプランの改善に資する実践的知見を示した点におい

て、きわめて意義深い。以下に、本研究の主要な結論をまとめる。 

1. 高齢者において、認知的ソーシャルキャピタル（信頼・互酬性・愛着）は、生活満足

度や健康感、生きがいなど多面的な健康・ウェルビーイング指標と有意に関連し、健

康予測の指標としての妥当性が示唆された。 

2. 若年および中年層では、構造的ソーシャルキャピタル（社会活動）がうつ症状の軽減

や健康行動の促進に寄与しており、生涯にわたるソーシャルキャピタルの醸成の必要

性が示唆された。 

3. 高知県や高松市の実践例は、横展開可能なソーシャルキャピタル醸成モデルとしての

有効性が確認されたが、一方で、客観的にソーシャルキャピタルの醸成効果を示すエ

ビデンスは依然として不足している。 

4. 多くの自治体が構造的ソーシャルキャピタルを健康増進計画に取り入れている一方

で、認知的ソーシャルキャピタルの導入は限定的であり、背景にはエビデンスの不足

と施策の不明瞭さが存在している。 

 今後は、①若年・中年層を対象とした認知的ソーシャルキャピタルに関する実証研究の

推進、②構造的ソーシャルキャピタルと他の健康指標（生活習慣病等）との関連のさらな

る検証、③エコロジカル研究から個人レベル研究への発展、④施策の進め方や各ステーク

ホルダーの役割が明確になるようなアクションプランの整備が求められる。これらの取り

組みにより、地域社会においてソーシャルキャピタルを基盤とする健康づくり戦略が、よ

り持続可能で、かつ実効性のある形で展開されることが期待される。 
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Ｇ．研究発表  

 1.  論文発表  

 なし  

 2.  学会発表  

  第 35 回日本疫学会学術総会（口頭発表）  

  

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

  （予定を含む。）  

 1. 特許取得  

 非該当  

  

 2. 実用新案登録  

 非該当  

  

3.その他  

 非該当  
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Ａ．研究目的 
ソーシャルキャピタル（Social Capital）は、ネットワークやグループに属することで個

人が得られる資源と定義され、一般に「認知的ソーシャルキャピタル」と「構造的ソーシ

ャルキャピタル」に大別される(Berkman et al., 2014)。認知的ソーシャルキャピタルは、

コミュニティに対する「信頼」や「互酬性」「愛着」などの認識や態度を指し、構造的ソー

シャルキャピタルは、社会参加や社会的ネットワークそのものを指す。近年、高齢者の健

康増進や幸福度（ウェルビーイング）の向上のために、認知的ソーシャルキャピタルが果

たす役割が注目されている。健康日本 21（第三次）では、「地域の人々とのつながりが強

いと思う」という項目を指標とし、認知的ソーシャルキャピタルの向上を目標としてい

る。一方、健康日本 21（第二次）の最終評価報告書では、ソーシャルキャピタルについて

「健康指標と関連するのか、予測妥当性等に関する科学的知見があるのか明らかではな

い」と指摘され、領域全体の課題として、「今後の指標の設定に当たっては、エビデンスに

基づいて健康寿命等、健康日本 21 が掲げる指標と関連のあるソーシャルキャピタル指標

を検討することが望まれる」とされている。認知的ソーシャルキャピタルと健康・ウェル

ビーイングとの関連について集約および整理された情報は世界的にも不足しており、その

エビデンスの集積状況について整理をするための追加的な検証が必要な状況にある。本研

究の目的は、認知的ソーシャルキャピタルが健康・ウェルビーイングに与える影響につい

て報告した国内外のエビデンスをレビューし、認知的ソーシャルキャピタルが健康・ウェ

ルビーイングに与えるインパクト及び認知的ソーシャルキャピタルの評価の実態や課題等

について明らかにするとともに、認知的ソーシャルキャピタル指標の選択時に参照するこ

とが可能な基礎資料の構築を行うことである。 

研究要旨：本研究の目的は、認知的ソーシャルキャピタルが健康に与える影響について報告した

国内外のエビデンスをレビューし、認知的ソーシャルキャピタルが健康に与えるインパクト及び

認知的ソーシャルキャピタルの評価の実態や課題等について明らかにし、認知的ソーシャルキャ

ピタル指標の選択時に参照することが可能な基礎資料の構築を行うことである。地域在住者を対

象として、地域の人々との関係性に関する認知的ソーシャルキャピタルの状態およびその醸成を

図る介入と健康・ウェルビーイングとの関連について検討した。システマティックレビューを収

集する検索式を作成し、MEDLINE を用いた論文検索を実施した。1,981 本の論文が抽出され、1

次スクリーニングの結果、計 76 本の論文が 2 次スクリーニングの対象として適格だと判定され

た。本レビューは、今後健康日本 21 の認知的ソーシャルキャピタルソーシャルキャピタル指標の

選定や評価結果の解釈に際して基礎資料としての活用が期待できる。 



 

 
Ｂ．研究方法 
本レビューの実施にあたり、認知的ソーシャルキャピタルに関する既存のシステマティ

ックレビューを収集する検索式を作成した。論文の適格基準は、有病者を含む地域在住者

を対象として地域の人々との関係性に関する認知的ソーシャルキャピタルの状態およびそ

の醸成を図る介入と健康・ウェルビーイングとの関連について焦点を当てたシステマティ

ックレビューとし、除外基準は構造的ソーシャルキャピタルやそれ以外の介入に関するシ

ステマティックレビュー、スコーピングレビューやアンブレラレビュー、そしてランダム

化比較試験などの個別研究に関する論文とした。言語は英語とした。検索データベースと

して MEDLINE を用いて 2024 年 11 月に論文の検索を行い、抽出された論文について２

名の研究者が独立して 1 次スクリーニングを行い、2 次スクリーニングの対象論文を選定

した。さらに、同じ２名の研究者が該当した論文のフルテキストを収集した。 
 
（倫理面への配慮） 
非該当 
 
Ｃ．研究結果 

MEDLINE での論文検索の結果、1,981 本の論文が抽出された。1 次スクリーニングの結

果、76 本の論文が 2 次スクリーニングの対象として適格だと判定された（表１）。1 次ス

クリーニングの適格論文について、研究対象者としては健常な地域在住高齢者を中心とし

て成人が最も多く、特徴的な部分集団として移民や難民、有疾患者などを対象とした論文

が散見された。認知的ソーシャルキャピタルの評価又は活用のセッティングに関しては、

循環器病予防、プライマリケア、地域コミュニティのレジリエンス、人種差別、孤独・孤

立対策、などの事例が確認された。出版国は欧米が中心であり、イギリスからの報告が最

も多かった。2 次スクリーニングの適格論文について、これらの論文はソーシャルキャピ

タルの一要素として認知的ソーシャルキャピタルに言及しているに過ぎず、認知的ソーシ

ャルキャピタルに特化したシステマティックレビューはなかった。 

  



 

 
Ｄ．考察 
既存文献レビューの結果から、認知的ソーシャルキャピタルに特化したシステマティッ

クレビューが存在しないという現状が明らかとなり、エビデンス創出における明確なギャ

ップが確認された。このことは、行政指標としての導入が進まない一因とも考えられる。

今後、2 次スクリーニングの結果の集約と統合、エビデンスの強さと確実性の評価を順次

行う。最終的に適格論文だと判定したシステマティックレビューを用いて、認知的ソーシ

ャルキャピタルが健康・ウェルビーイングに与えるインパクト及び認知的ソーシャルキャ

ピタルの評価として用いられている指標の多様性や認知的ソーシャルキャピタル評価の課

題等について整理する。 
 
Ｅ．結論 
本研究を通じて作成されるレビューは、世界的に見ても情報の集約が進んでいない認知的

ソーシャルキャピタルと健康・ウェルビーイングとの関連についてのエビデンスの現況を

整理した資料として、今後健康日本 21 の認知的ソーシャルキャピタル指標の選定や評価結

果の解釈に際して基礎資料としての活用が期待できる。 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
 なし 
 

 2.  学会発表 
 なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 非該当 
 

 2. 実用新案登録 
 非該当 
 

3.その他 
 非該当 
 

 

  



 

表１ 一次スクリーニングにおける適格論文 
 

  



 

表１ 一次スクリーニングにおける適格論文（続き） 
 

 

 

  



 

表１ 一次スクリーニングにおける適格論文（続き） 
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Ａ．研究目的 
ソーシャルキャピタル（Social Capital）は、ネットワークやグループに属することで個

人が得られる資源と定義され、一般に「認知的ソーシャルキャピタル」と「構造的ソーシ

ャルキャピタル」に大別される (Berkman et al., 2014)。認知的ソーシャルキャピタルは、

コミュニティに対する「信頼」や「互酬性」「愛着」などの認識や態度を指し、構造的ソー

シャルキャピタルは、社会参加や社会的ネットワークそのものを指す。 
 近年、高齢者の健康増進や幸福度（ウェルビーイング）の向上のために、認知的ソーシ

ャルキャピタルが果たす役割が注目されている。健康日本 21（第三次）では、「地域の

人々とのつながりが強いと思う」という項目を指標とし、認知的ソーシャルキャピタルの

向上を目標としている。一方、健康日本 21（第二次）の最終評価報告書では、ソーシャル

キャピタルについて「健康指標と関連するのか、予測妥当性等に関する科学的知見がある

のか明らかではない」と指摘され、領域全体の課題として、「今後の指標の設定に当たって

は、エビデンスに基づいて健康寿命等、健康日本 21 が掲げる指標と関連のあるソーシャ

ルキャピタル指標を検討することが望まれる」とされている。 
 また、認知的ソーシャルキャピタルは、従来、信頼、互酬性、愛着で評価されることが

多いが、「地域の人々とのつながりが強いと思う」は既存データでの検討が困難である。ま

た、Bonding social capital に代表される強すぎるつながりには、その閉鎖性や内向性によ

る負の側面も存在することが知られており（Porte 1998）、異なる社会的集団を繋ぐ緩いつ

研究要旨：本研究の目的は、高齢者における認知的ソーシャルキャピタルの主要構成要素「信頼」「互

酬性」「地域愛着」と健康・ウェルビーイングとの関連を明らかにするとともに、国際比較可能な日本

語版 SC 指標を開発することである。研究 1 では、日本老年学的評価研究（JAGES）の 2016・2019・

2022 年の縦断データを用い、約 4 万人の高齢者を対象にアウトカムワイド分析を実施。信頼・互酬性・

愛着は、幸福感、生活満足度、精神・身体的健康、人生の意味・目的、生きがい、対人関係の満足度な

ど、幅広い健康・ウェルビーイング指標と有意に関連していた。3 指標の関連は概ね類似し、認知的ソ

ーシャルキャピタル全体としての妥当性も示唆された。研究 2 では、海外の主要調査と調和したソー

シャルキャピタル指標に基づき日本語の新規質問項目を作成し、2024 年 12 月実施の JACSIS 調査に

導入した。信頼・互酬性・愛着は、認知的ソーシャルキャピタルを測定する有効な指標であり、限られ

た調査資源下では、いずれか 1 つを代表指標として用いることも実用的と考えられる。また、本研究

で開発した国際比較可能な指標は、今後の研究や政策立案に有用な基盤となる可能性がある。 



 

ながり(weak ties)としての Bridging social capital をとらえることの重要性が指摘されてい

る。評価法の妥当性を検討するために、現状の設問、緩いつながりをとらえる設問、信

頼、互酬性、愛着を同時に評価する調査票を用いた調査を行い、どの設問から作成した変

数が個人の健康指標とより強い関連を示すのか検討が求められている。 
 そこで本研究では、これまで高齢者を対象にした大規模調査で取得されてきた認知的ソ

ーシャルキャピタル指標である、「信頼」「互酬性」「愛着」について、認知的ソーシャルキ

ャピタルと包括的な健康・ウェルビーイング指標との関連を評価することを目的としたア

ウトカムワイド研究を実施した。また、現在健康日本 21 に採用されている、「地域のつな

がりの強さ」が認知的ソーシャルキャピタル指標として適切なのか検証する必要がある。

本研究ではこの指標と、他の候補指標として国際比較にも適用可能な指標の日本語指標を

開発し、大規模調査への導入を行うことを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
研究１：認知的ソーシャルキャピタルと健康・ウェルビーイングとの関連：JAGES アウ

トカムワイド研究 
本研究は、日本老年学的評価研究（JAGES）2016・2019・2022 年の縦断データ使用し

たアウトカムワイド研究である。対象は 2016 年時点で要支援・要介護認定を受けておら

ず、3 時点の調査に回答した 65 歳以上の 41,758 人と、2022 年度までの要介護認定データ

と結合可能だった 56,153 人。目的変数は 2022 年の Happiness and Life Satisfaction、

Mental and Physical Health、Meaning and Purpose など 7 領域にわたる 46 指標を用い

た。説明変数は 2019 年時点の認知的ソーシャルキャピタル（信頼・互酬性・愛着）の 3

指標とし、調整変数は人口統計学的要因や 2016 年のアウトカムなどの 43 変数を用いた。

回帰分析を実施し、ボンフェローニ法で補正（p：0.05/46=0.0011）した。 

 
（倫理面への配慮） 
本研究は、千葉大学、国立長寿医療研究センター、日本老年学的評価研究機構の倫理審

査委員会の承認を得て実施した。 
 
研究２：国際比較可能な認知的ソーシャルキャピタル指標の日本語版開発 
1. 日本語版認知的ソーシャルキャピタルの作成 

MEDLINE、Cochrane CENTRAL、医学中央雑誌等のデータベースの検索またはハンド

サーチにより収集した既存の論文、政府調査機関や研究者等がホームページ等で公開して

いる社会調査に関する情報、その他関連書籍等からの情報収集を通じて、国内外で用いら

れている主要な認知的ソーシャルキャピタルやコミュニティ感覚（Sense of Community）
の評価指標に関する情報を収集し、そのうち本邦において活用されている主な認知的ソー

シャルキャピタル指標について一覧として整理した。 
 

2. ソーシャルキャピタルの国際比較を見据えた認知的ソーシャルキャピタル指標（日本語

版）の新規作成 



 

既に国外の社会調査に含まれている認知的ソーシャルキャピタル指標のうち、Health 

and Retirement Study (HRS)、English Longitudinal Study of Ageing(ELSA)、The Irish 

Longitudinal Study on Ageing (TILDA)の３つの社会調査間での設問のハーモナイズが完了

している４つの認知的ソーシャルキャピタル指標を元に、国際比較を見据えた新たな認知

的ソーシャルキャピタル指標の日本語版を作成した。翻訳手順については、Cruchinho ら

（J Multidiscip Healthc, 2024）等の報告を参考とした。順翻訳の過程では、4 名の研究者

が独立して順翻訳を行い、その翻訳結果を集約して最終的な１つの順翻訳を完成させた。

逆翻訳については、英語を母国語とする研究者に対して順翻訳された認知的ソーシャルキ

ャピタルの調査票を提供し、翻訳を依頼した。逆翻訳された内容を各研究者が確認し、最

終的な認知的ソーシャルキャピタル指標の日本語版とした。 
 

3. 認知的ソーシャルキャピタル指標の妥当性検証に向けた大規模調査の実施 
既存の認知的ソーシャルキャピタル指標ならびに本研究課題において新規作成した指標

の妥当性について検討するため、2024 年 12 月から翌年 1 月にかけて実施されたインター

ネットを通じた社会調査「日本における新型コロナウイルス感染症（COVID-19）問題お

よび社会全般に関する健康格差評価研究（JACSIS）」にこれらの指標を収載し、地域住民

からの各種認知的ソーシャルキャピタル指標の回答を得た。 
 
（倫理面への配慮） 

JACSIS は、東北大学における倫理審査の承認を得て実施された（研究代表：田淵貴大、

整理番号：2024-1-517）。 

 
Ｃ．研究結果 
研究１：認知的ソーシャルキャピタルと健康・ウェルビーイングとの関連：JAGES アウ

トカムワイド研究 
 「信頼」が普通、低い、高い者毎の記述統計を表１に示す（基本属性および、2016 年時

点の健康アウトカムと認知的ソーシャルキャピタル）。信頼が高い群は、より高い教育歴、

結婚割合、収入、就労割合を示した。この結果は、「互酬性」および「愛着」でも同様であ

った。 
 次に、認知的ソーシャルキャピタルと健康・ウェルビーイングとの関連を検証した。そ

の結果、信頼、互酬性、愛着は一貫して複数の健康とウェルビーイング領域と関連してい

ることが示された。ここでは、主に信頼を説明変数とした際の結果を示す（図１）。信頼が

高い人は、ウェルビーイングの総合指標である Human flourishing（人間の繁栄）のスコア

が高かった（= 0.11, 95% 信頼区間（CI）: 0.08–0.14, p < 0.001）また、幸福感（ = 

0.08, 95% CI: 0.06–0.10, p < 0.001）および生活満足度（ = 0.09, 95% CI: 0.06–0.12, p < 

0.001）も高かった。 

  精神的・身体的健康の面では、信頼が高い人ほど、自己評価による精神的健康（ = 

0.09, 95% CI: 0.06–0.12, p < 0.001）および自己評価による身体的健康（ = 0.08, 95% CI: 



 

0.05–0.11, p < 0.001）が良好であった。また、抑うつ（ = -0.09, 95% CI: -0.11–-0.07, p 

< 0.001）、絶望感（オッズ比 = 0.83, 95% CI: 0.78–0.87, p < 0.001）、孤独感（ = -0.09, 

95% CI: -0.12–-0.05, p < 0.001）は低かった。 

 人生の意味や目的に関して、信頼が高い人は、人生の意味（ = 0.09, 95% CI: 0.06–

0.12, p < 0.001）や人生の目的（ = 0.07, 95% CI: 0.04–0.10, p < 0.001）が高かった。ま

た、生きがい（ = 0.08, 95% CI: 0.05–0.11, p < 0.001）も、信頼が高い人ほど高い傾向を

示した。 
 社会的ウェルビーイング も信頼と関連していた。信頼が高い人は、友人関係の満足度

（ = 0.10, 95% CI: 0.07–0.13, p < 0.001）や人間関係の満足度（ = 0.12, 95% CI: 0.10–

0.15, p < 0.001）が高かった。また、友人・知人と会う頻度が高く（ = 0.08, 95% CI: 

0.06–0.10, p < 0.001）、ひと月に友人と会う人数が多いことが示された（ = 0.08, 95% CI: 

0.06–0.10, p < 0.001）。 

 
研究２：国際比較可能な認知的ソーシャルキャピタル指標の日本語版開発 
現在、本邦で用いられている主要な認知的ソーシャルキャピタル指標の一覧を表２に示

す。 
HRS、ELSA、TILDA の３つの社会調査間での設問のハーモナイズが完了している４つ

の認知的ソーシャルキャピタル指標を、国際比較での活用を見据えた新たな認知的ソーシ

ャルキャピタル指標と設定し、日本語版を作成した。そして 2024 年 12 月から 2025 年 1

月にかけて実施された JACSIS に導入した（実際の設問は図２に示す）。 

 
Ｄ．考察 
研究１では、日本の高齢者を対象とした縦断研究を用い、認知的ソーシャルキャピタル

と健康・ウェルビーイングとの関連を包括的に検討した。研究１の分析から、2 つの主要

な知見が得られた。研究２では、本邦で用いられている指標と、新たな指標の日本語訳を

作成し、認知的ソーシャルキャピタルの指標の候補を選定した。 
研究１の知見１：認知的ソーシャルキャピタルは、7 つ全ての領域にわたる複数の健

康・ウェルビーイングの指標と有意に関連していた。具体的には、信頼、互酬性、愛着

は、幸福感、生活満足度、自己評価による精神的・身体的健康、人生の意味や目的意識と

いった「人間の繁栄（Human Flourishing）」の構成要素と正の関連を示した。さらに、認

知的ソーシャルキャピタルは、抑うつ症状、絶望感、孤独感の低さとも関連していた。ま

た、認知的ソーシャルキャピタルが高い人は、3 年間にわたり社会的つながりやサポート

を維持していた。 
研究１の知見２：信頼、互酬性、愛着の 3 要素は、健康および幸福感との関連性におい

て類似したパターンを示しており、認知的ソーシャルキャピタルの構成要素間で一貫した

関連があることが明らかになった。 
 
研究２の知見：本邦で用いられている既存の認知的ソーシャルキャピタル指標は多様で



 

あり、認知的ソーシャルキャピタルの一部または複数の構成概念を同時に評価する指標も

存在する。しかし、これらの指標の妥当性検証は必ずしも十分に行われていない。今後、

本研究において作成した新規の認知的ソーシャルキャピタル指標と既存の国内外の同指標

との関連等について分析することにより、より妥当な認知的ソーシャルキャピタル指標の

選定にあたっての示唆を得ることが期待される。 
 
Ｅ．結論 
 本邦で用いられている既存の認知的ソーシャルキャピタル指標は多様であり、指標の妥

当性や国際比較への適用可能性の検証は十分でない。本研究は、信頼、互酬性、愛着の 3
つの認知的ソーシャルキャピタルについて、健康およびウェルビーイングとの関連におい

て類似したパターンを示しており、将来の健康を予測する指標の有用性を支持する一方

で、質問票のスペースが限られている場合などではこれらの指標のいずれか 1 つを選択す

ることも実用的な手段であることを示唆している。 
一方で、現状は高齢者の検証に留まっており、より多くの国民に適用可能な認知的ソー

シャルキャピタルの評価指標の確立とともに、国内外で用いられている認知的ソーシャル

キャピタル指標の比較や妥当性検証の取り組みが必要であると考えられる。 
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表１．2019 年時点の認知的ソーシャルキャピタル（信頼）別にみた、2016 年調査に基づくベースライン前の

特性（2022 年調査にリンクされた欠損のない分析対象者〔n = 41,093〕） 

Characteristic 
全体 

Overall, N = 41,0931 

普通 

 N = 9,7071 

低い 

 N = 1,2381 

高い 

 N = 30,1481 

互酬性 1     

普通 14,509 (35.6%) 6,986 (72.5%) 233 (19.1%) 7,290 (24.4%) 

低い 3,518 (8.6%) 1,425 (14.8%) 901 (73.7%) 1,192 (4.0%) 

少ない 22,759 (55.8%) 1,224 (12.7%) 89 (7.3%) 21,446 (71.7%) 

愛着 1     

普通 5,508 (13.4%) 3,201 (33.1%) 296 (24.0%) 2,011 (6.7%) 

低い 1,758 (4.3%) 867 (9.0%) 488 (39.5%) 403 (1.3%) 

少ない 33,693 (82.3%) 5,598 (57.9%) 451 (36.5%) 27,644 (92.0%) 

年齢 72.5 (5.1) 72.3 (4.9) 72.6 (5.0) 72.6 (5.1) 

性別 1 19,633 (47.8%) 4,286 (44.2%) 541 (43.7%) 14,806 (49.1%) 

教育歴 1     

６年未満 125 (0.3%) 38 (0.4%) 12 (1.0%) 75 (0.3%) 

６～９年 10,637 (26.1%) 2,893 (30.1%) 436 (35.9%) 7,308 (24.5%) 

10～12 年 18,178 (44.7%) 4,305 (44.8%) 528 (43.4%) 13,345 (44.7%) 

13 年以上 11,744 (28.9%) 2,366 (24.6%) 240 (19.7%) 9,138 (30.6%) 

婚姻状況 

（婚姻あり）1 

31,756 (77.8%) 7,066 (73.3%) 835 (68.9%) 23,855 (79.6%) 

等価所得 2.573 (1.6) 2.373 (1.5) 2.059 (1.4) 2.653 (1.6) 

就労状況 1     



 

Characteristic 
全体 

Overall, N = 41,0931 

普通 

 N = 9,7071 

低い 

 N = 1,2381 

高い 

 N = 30,1481 

就労している 11,479 (31.8%) 2,633 (31.6%) 324 (31.9%) 8,522 (31.9%) 

退職して現在就

労していない 

22,391 (62.1%) 5,169 (62.0%) 629 (61.9%) 16,593 (62.1%) 

職に就いたこと

がない 

2,205 (6.1%) 540 (6.5%) 63 (6.2%) 1,602 (6.0%) 

家族構成 

（同居）1 

34,273 (87.3%) 7,767 (84.3%) 914 (77.8%) 25,592 (88.6%) 

Activities of 

daily-living 

（非自立）1 

803 (2.1%) 254 (2.8%) 52 (4.5%) 497 (1.7%) 

残歯数 2,274 (5.7%) 560 (5.9%) 84 (7.0%) 1,630 (5.5%) 

主観的健康感 1 36,744 (91.0%) 8,375 (88.1%) 980 (80.9%) 27,389 (92.3%) 

BMI（体格指数） 23.0 (3.0) 23.0 (3.1) 23.2 (3.3) 22.9 (3.0) 

Instrumental 

activities of 

daily living 

4.9 (0.4) 4.9 (0.4) 4.9 (0.4) 4.9 (0.3) 

高血圧 1 17,201 (43.6%) 4,099 (44.2%) 537 (45.3%) 12,565 (43.3%) 

糖尿病 1 4,819 (12.2%) 1,215 (13.1%) 165 (13.9%) 3,439 (11.8%) 

脂質異常症 1 6,320 (16.0%) 1,518 (16.4%) 184 (15.5%) 4,618 (15.9%) 

心血管疾患 1 3,327 (8.4%) 821 (8.8%) 116 (9.8%) 2,390 (8.2%) 

脳卒中 1 858 (2.2%) 236 (2.5%) 35 (3.0%) 587 (2.0%) 

呼吸器疾患 1 1,645 (4.2%) 408 (4.4%) 77 (6.5%) 1,160 (4.0%) 

抑うつ 2.4 (2.7) 3.2 (3.2) 4.4 (3.7) 2.1 (2.4) 

絶望感 1 4,219 (10.6%) 1,595 (17.1%) 360 (30.2%) 2,264 (7.7%) 



 

Characteristic 
全体 

Overall, N = 41,0931 

普通 

 N = 9,7071 

低い 

 N = 1,2381 

高い 

 N = 30,1481 

幸福感 7.4 (1.8) 6.9 (1.9) 6.5 (2.2) 7.6 (1.7) 

生活満足度 1 35,866 (89.0%) 7,765 (82.2%) 848 (70.3%) 27,253 (92.0%) 

趣味の会 2.4 (1.7) 2.2 (1.6) 2.1 (1.6) 2.5 (1.7) 

スポーツの会 2.3 (1.8) 2.1 (1.7) 1.9 (1.6) 2.4 (1.8) 

老人クラブ 1.3 (0.8) 1.2 (0.7) 1.2 (0.7) 1.3 (0.9) 

学習・教養サークル 1.4 (0.9) 1.3 (0.8) 1.2 (0.7) 1.4 (0.9) 

友人・知人と会う頻

度 

3.8 (1.5) 3.5 (1.6) 3.5 (1.7) 3.9 (1.5) 

ひと月に友人と会

う人数 

3.7 (1.3) 3.4 (1.4) 3.2 (1.4) 3.8 (1.3) 

外出頻度 5.7 (0.6) 5.7 (0.7) 5.6 (0.8) 5.7 (0.6) 

情緒的サポート 39,066 (96.2%) 8,984 (93.9%) 1,095 (89.8%) 28,987 (97.2%) 

手段的サポート 39,096 (96.3%) 8,991 (93.9%) 1,093 (89.6%) 29,012 (97.3%) 

現在の喫煙状況 3,888 (9.6%) 1,017 (10.6%) 130 (10.7%) 2,741 (9.2%) 

現在の飲酒状況 17,274 (43.0%) 3,826 (40.4%) 444 (36.9%) 13,004 (44.1%) 

野菜や果物摂取 6.2 (0.9) 6.1 (1.0) 6.0 (1.1) 6.3 (0.9) 

肉や魚摂取 5.4 (1.1) 5.3 (1.1) 5.2 (1.2) 5.5 (1.0) 

歩行時間 2.4 (1.1) 2.3 (1.1) 2.3 (1.1) 2.4 (1.0) 

検診受診の有無 1 27,487 (68.0%) 6,215 (65.4%) 745 (61.0%) 20,527 (69.1%) 

信用 3.8 (0.7) 3.3 (0.6) 2.7 (0.9) 4.0 (0.6) 

愛着 4.0 (0.8) 3.6 (0.8) 3.2 (1.1) 4.2 (0.7) 

互酬性 3.5 (0.8) 3.1 (0.7) 2.6 (0.9) 3.7 (0.7) 



 

Characteristic 
全体 

Overall, N = 41,0931 

普通 

 N = 9,7071 

低い 

 N = 1,2381 

高い 

 N = 30,1481 

都市度 1     

<1,000 11,541 (28.1%) 2,650 (27.3%) 418 (33.8%) 8,473 (28.1%) 

1,000~4,000 14,293 (34.8%) 3,211 (33.1%) 383 (30.9%) 10,699 (35.5%) 

≥4,000 15,259 (37.1%) 3,846 (39.6%) 437 (35.3%) 10,976 (36.4%) 

1n (%); Mean (SD) 

 

 

 

 

  



 

図１ 認知的ソーシャルキャピタルの「信頼」と 2022 年時点の健康・ウェルビーイングとの関連 
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0.10***
-0.05**

0.08***
-0.03

0.11***
-0.02

0.08***
-0.03

0.07***
-0.03

0.09***
-0.01

0.00***
0.02

0.00
0.15

-0.09
0.12***

-0.09***
-0.01***

0.08***
-0.03

0.09***
-0.06

0.09***
0.01

0.08***
-0.05

0.11***

-0.60 -0.40 -0.20 0.00 0.20 0.40 0.60 0.80

互酬性_信頼が低い

愛着_信頼が低い

信頼_信頼が低い

外出頻度_信頼が低い

歩行時間_信頼が低い

肉や魚摂取_信頼が低い

野菜や果物摂取_信頼が低い

友人・知人と会う頻度_信頼が低い

ひと月に友人と会う人数_信頼が低い

学習教養サークル_信頼が低い

老人クラブ_信頼が低い

趣味の会_信頼が低い

スポーツの会_信頼が低い

人間関係の満足度_信頼が低い

友人関係の満足度_信頼が低い

遅延満足_信頼が低い

道徳的普遍主義_信頼が低い

いきがい_信頼が低い

人生の目的_信頼が低い

人生の意味_信頼が低い

手段的日常生活動作_信頼が低い

BMI（体格指数）_信頼が低い

孤独感_信頼が低い

抑うつ_信頼が低い

自己評価による身体的健康_信頼が低い

自己評価による精神的健康_信頼が低い

生活満足度_信頼が低い

幸福感_信頼が低い

Human flourishing（人間の繁栄）_信頼が低い



 

 

 

  

1.02
1.02***

0.99
1.01

0.89
1.04

0.96***
1.01***

0.97**
1.01***

1.05
0.92

0.80
0.97
1.00

0.94
0.99

1.01
1.00

0.97
1.01

1.00
1.07

0.83***
1.25

0.91
1.11

1.01
1.02
1.03
1.03

0.90*
1.06

0.98

0.40 0.60 0.80 1.00 1.20 1.40 1.60 1.80

検診受診_信頼が低い

飲酒_信頼が低い

喫煙_信頼が低い

手段的サポート_信頼が低い

情緒的サポート_信頼が低い

呼吸器疾患_信頼が低い

脳卒中_信頼が低い

心血管疾患_信頼が低い

脂質異常症_信頼が低い

糖尿病_信頼が低い

高血圧_信頼が低い

絶望感_信頼が低い

残歯数_信頼が低い

死亡_信頼が低い

認知症_信頼が低い

要介護2以上_信頼が低い

要支援１以上_信頼が低い



 

表 2 本邦で用いられている主要な認知的ソーシャルキャピタル指標一覧  
 設問文 解答選択肢 備考 

1 あなたのお住まいの地域について

おたずねします。 

次のア，イの質問について，あて

はまる番号を１つ選んで○印をつ

けて下さい。 

ア あなたのお住まいの地域の

人々は，お互いに助け合っている 

イ あなたとあなたのお住いの地

域の人々とのつながりは強い 

１． 強くそう思う 

２． どちらかといえばそう思う 

３． どちらともいえない 

４． どちらかといえばそう思わない 

５． 全くそう思わない 

出典：令和元年国民健

康・栄養調査報告 

2 あなたのお住まいの地域について

おたずねします。 

次のア，イの質問について，あて

はまる番号を１つ選んで○印をつ

けて下さい。 

ア あなたのお住まいの地域の

人々は，お互いに助け合っている 

イ あなたとあなたのお住いの地

域の人々とのつながりがある 

１． そう思う 

２． どちらかといえばそう思う 

３． どちらともいえない 

４． どちらかといえばそう思わない 

５． 全くそう思わない 

出典：令和元年国民健

康・栄養調査報告をもと

に改変 

3 あなたが望む程度に社会の人々と

つながっていますか。 

１． 望む程度につながっている 

２． ある程度つながっている 

３． 十分にはつながっていない 

４． ほとんどつながっていない 

出典：Public Health 

Outcomes Framework を

もとに改変 

4 あなたの住んでいる地域について

おうかがいします。 

１）あなたの地域の人々は、一般

的に信用できると思いますか。 

２）あなたの地域の人々は、多く

の場合、他の人の役に立とうとす

ると思いますか。 

３）あなたは現在住んでいる地域

にどの程度愛着がありますか。 

1) １．とても信用できる ２．まあ

信用できる ３．どちらともいえない 

４．あまり信用できない ５．全く信

用できない 

 

2) １．とてもそう思う ２．まあそ

う思う ３．どちらともいえない 

４．あまりそう思わない ５．全くそ

う思わない 

 

3) １．とても愛着がある ２．まあ

愛着がある ３．どちらともいえない 

４．あまり愛着がない ５．全く愛着

がない 

出典：日本老年学的評価

研究（JAGES）2013 以降 

5 以下の項目について、どう思いま

すか。現在のあなたの認識をお答

えください。 

１．あなたの地域の人々は、一般

的に信頼できる。（2021-2022-

2023） 

１．そう思う ２．ややそう思う 

３．あまりそう思わない ４．そう思

わない 

 
その他の項目： 

１．そう思う ２．ややそう思う 

３．あまりそう思わない ４．そう思

わない 

 

出典：日本における新型

コロナウイルス感染症

（COVID-19）問題および

社会全般に関する健康格

差評価研究（JACSIS） 



 

２．あなたの地域の人々は、多く

の場合、ほかの人の役に立とうと

する。（2021-2022-2023） 

３．あなたは現在住んでいる地域

に愛着がある（2022-2023） 

５．政府は信頼できる（2021-

2022-2023） 

その他項目： 

・政府の新型コロナウイルス対策

に納得できた（2021） 

・現在住んでいる市区町村の行政

は信頼できる（2021） 

・現在住んでいる都道府県の行政

は信頼できる（2021） 

・国の行政・立法は信頼できる

（2021） 

・あなたは、地域内のご近所の方

と良い関係性ができている

（2022-2023） 

・政府の新型コロナウイルス対策

に納得している（2022-2023） 

令和元年国民健康・栄養調査報告：

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/eiyou/r1-houkoku_00002.html 

Public Health Outcomes Framework：https://www.gov.uk/government/collections/public-health-outcomes-

framework 

日本老年学的評価研究：https://www.jages.net 

日本における新型コロナウイルス感染症（COVID-19）問題および社会全般に関する健康格差評価研究

（JACSIS）：https://jacsis-study.jp/index.html 

 

 

 

  



 

図 2 認知的ソーシャルキャピタル指標（日本語版） 
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Ａ. 研究目的 
  高齢者における社会参加の先行研究では、社会参加している者では、死亡・認知症・う

つが少ないことが報告されている。一方で、若年層や中年層では、社会参加がうつ病の者

のうつ症状改善や、身体/発達障害、乳癌患者などの特定の集団に対する横断研究や介入研

究は行われるものの、地域在住の全体を対象とした研究は見られない。さらに近年では、

就労も社会参加の一つと考えられ、健康との良い関連も指摘されている。そこで本研究で

は、日本全国の一般集団において、特に若年層や中年層で、社会参加と健康、ウェルビー

イングとの関連を明らかにすることとした。 
 

Ｂ. 研究方法 

2022 年、2023 年及び 2024 年の JACSIS 研究調査データを用いて、全国の 15-79 歳の男

女約 12,725 人の一般住民を対象とし、年代別にアウトカムワイド分析を行った。目的変数

は 2024 年の健康やウェルビーイングを含む 7 領域（30 項目）とした。説明変数は 2023

年の社会参加（就労・スポーツ関係・趣味関係・ボランティア・通いの場の 5 種いずれか

の参加）の有無とした。調整変数は 2022 年時点の性、年齢、教育歴、所得、同居家族、

婚姻状況とし、2022 年時点の目的変数と説明変数の項目も調整した。統計解析は線形回帰

分析を行い、ボンフェローニ補正 p=0.0017(0.05/30)を実施した。 

研究要旨 
【目的】本研究では社会参加と健康、ウェルビーイングとの関連を明らかにする。 
【方法】2022 年、2023 年及び 2024 年の JACSIS 研究調査データを用いて、 15-79

歳の男女約 12,000 人の一般住民を対象として、2024 年の健康やウェルビーイングを

含む 7 領域（30 項目）をアウトカムとし、アウトカムワイド分析を行った。説明変数

は 2023 年の社会参加の有無とした。2022 年時点の目的変数と説明変数も調整した。

統計解析は線形回帰分析を用いて、ボンフェローニ補正 p=0.0017(0.05/30)を実施し

た。 
【結果と考察】ボンフェローニ補正後、若年期の健診受診、歩行時間が増加し、高齢

期では、友人と会う頻度が高く、1 ヶ月間に会う友人の数が多かった。補正前では、

高齢期のウェルビーイング（人生の意味）の向上などとの関連があった。 
【結論】社会参加とウェルビーイングや健康との間には、不良な生活習慣や心理的側

面などへの悪い影響は見られず、概ね良好な関連が見られた。 



 

 
（倫理面への配慮） 
大阪国際がん研究センター「人を対象とする研究に関する倫理委員会」の承認

（No.20084-8）を得た。 

 

Ｃ. 研究結果 

 5 種いずれかの社会参加をしている者の特徴として、男性、若年、教育歴が長い、所得

が多い、同居者がいることが挙げられた（表 1）。 

 

（表 1）社会参加している者の特徴 

 
 

若年層（15〜39 歳、n=3,048）において、社会参加している者では社会参加していない

者と比較し、うつ症状と孤独感が減り、歩行量が増え、健診受診を行うようになってい

た。一方で、野菜の摂取は減っていた。ボンフェローニ補正後も、歩行時間と健診受診の

増加と関連していた（図 1 参照）。 

中年層（40〜64 歳、n=5,728）において、友人と会う頻度や歩行時間が増え、健診受診

を行うようになっていた。ボンフェローニ補正後にはこれらの関連は見られなかった（図

2 参照）。 

高齢層（65〜79 歳、n=3,949）では、人生の意味が増し、友人と会う頻度と 1 ヶ月間に

会う友人の数が増え、歩行時間も増えていた。ボンフェローニ補正後には友人と会う頻

度、1 ヶ月間に会う友人の数の増加と関連していた（図 3 参照）。 

 

 

 

 

Ｄ.  考察 
 若年期、成人期では歩行時間と健診受診が増え、健康行動が促進されていることが推測

された。若年期ではそれに加え、うつ傾向と孤独感が減ることから、心理面にも良い影響



 

が考えられ、うつ病の方のうつ症状改善にも寄与した先行研究とも一致する。高齢期につ

いては、人生の意味が増すというウェルビーイングの一つとも関係していることが明らか

となった。先行研究でもボランティアの会への参加は幸福感の増加と関連しており、追跡

期間を長くすることでウェルビーイングとの関連はさらに強くなる可能性がある。高齢者

ではさらに、友人と会う頻度や 1 ヶ月に会う友人の数も増え、社会的に健康な状況を保つ

ために、社会参加が重要である可能性が考えられる。いずれの年代においても、社会参加

とウェルビーイングや健康との間には、不良な生活習慣や心理的側面などへの悪い影響は

見られず、概ね良好な関連が見られた。 
 

Ｅ. 結論 
 就労を含めた社会参加は、若年期の心理面や健康行動、中年期の健康行動、高齢期のウ

ェルビーイングの一部、社会的な健康、歩行時間との良好な関連が見られた。不良な生活

習慣や心理的側面などの悪い影響は見られなかった。 
 

Ｇ. 研究発表 

1.  論文発表 
 なし 
2.  学会発表 
 なし 
 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
1.  特許取得 
 なし 
2.  実用新案登録 
 なし 
 

 

 

 

 

 

 

 



 

（図 1）若年期（15〜39 歳）における結果 

  



 

（図 2）中年期（40〜64 歳）における結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

（図 3）高齢期（65〜79 歳）における結果 
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Ａ. 研究目的 
 ソーシャルキャピタル醸成に向けた保健所や地域資源等の体制整備が必須であるが、こ

れまで実証的な研究はあまりない。そこで本研究では体制整備状況等を評価し、ソーシャ

ルキャピタル醸成や健康との関連性を検討する。 
１）市町村の人口あたりの常勤保健師数、市町村保険者機能強化推進交付金を抽出し、

社会参加割合との関連を検証する。 
２）高松市での取り組みのヒアリングを行い、ソーシャルキャピタル醸成に寄与する体

制整備状況を抽出する。 
３）高知県での取り組みを伺い、ソーシャルキャピタル醸成に寄与する体制整備状況を

抽出する。 
 

  

研究要旨 

【目的】本研究では体制整備状況等を評価し、ソーシャルキャピタル醸成や健康との関

連性を明らかにすることを目的とした。 

【方法】１）市町村の人口あたりの常勤保健師数、市町村保険者機能強化推進交付金と、

社会参加割合との関連を検証する。２）高松市でのヒアリング、３）高知県での取り組

みを聴取し、ソーシャルキャピタル醸成に寄与する体制整備状況を抽出する。 

【結果】１）常勤保健師数と社会参加割合は有意な関連は見られなかったが、比較的人

口の多い市町においては推進点数が高い市町ほど社会参加割合が多かった。２）、３）

ソーシャルキャピタル醸成に寄与する体制として、市に分野横断的な組織を設置するこ

と、市と社協の協働、分野横断的な相談に乗れる者の育成、既存の自治会や地域協議会

の活用、アンケートや地域診断による課題把握、保健師などの専門職の関わり、サテラ

イト展開などが挙げられた。 

【考察】地区に出る保健師、市町村保険者機能強化推進交付金、市の組織体制、市と社

協との協働、生活支援コーディネーターなどは注目すべき地域資源と考える。 



 

Ｂ. 研究方法 

１）2022 年度に行った JAGES（日本老年学的評価研究）に参加している全国 71 市町村

の日常生活支援動作が自立した 192,918 人を分析対象とした。目的変数は、趣味の会、ス

ポーツの会、ボランティアの会、町内会、老人クラブ、学習教養、通いの場、特技や経

験、就労のいずれか 9 種に年数回以上参加している者の割合とした。説明変数は、各市町

村における人口あたりの常勤保健師数、および市町村保険者機能強化推進交付金のうち介

護予防/日常生活支援、生活支援体制の整備に関する推進点数とした。高齢化率、高齢労働

者率、可住地人口密度、財政力指数を調整した。統計解析は、相関係数を算出と、調整変

数を投入した線形回帰分析を行い、 71 市町村を比較的小規模な 35 市町村(人口 2.32 万人

未満)と、比較的大規模な 36 市町（人口 2.32 万人以上））で層別化した分析を行った。 

２）高松市健康福祉局地域共生社会推進課/長寿福祉課、健康づくり推進課、地域包括支

援センター、高松市社会福祉協議会に対し、2025 年 2 月に高松市の取り組みのヒアリング

を行った。 
３）高知県の保健所長より、高知県のあったかふれあいセンターについて取り組みを聴

取した。 
 

Ｃ. 研究結果 

１）常勤保健師数と社会参加の相関係数は 0.23 であり、線形回帰分析では有意な関連は

見られなかった。人口規模で層別化すると、人口規模が比較的多い市町では相関係数は

0.46 であったが、線形回帰分析では関連は見られなかった（図 1）。 

 

（図 1）常勤保健師数と社会参加との関連 

  
 

市町村保険者機能強化推進交付金と社会参加の相関係数は 0.06 であり、線形回帰分析で

は関連は見られなかった。人口規模が比較的多い市町では、高齢化率、高齢労働者率、可

住地人口密度、財政力指数を考慮すると、推進点数が高い市町ほど社会参加割合が多いと

いう関連があった（図 2）。 

 



 

（図 2）市町村保険者機能強化推進交付金と社会参加との関連 

  
 

 
２） 高松市の事例から、ソーシャルキャピタル醸成に寄与する体制整備状況を抽出す

る。（図 3） 

 

（図 3）高松市の体制整備状況の概要 

 
 

① 高松市 
・2019 年に地域共生社会推進室ができ、縦割りではなく、分野横断的な課題解決を行う体

制づくりが整った。 
・高松市内で市民により近いところで幅広い行政サービスが提供できるよう整備を進めて

いる総合センター等に、7 箇所の「つながる福祉相談窓口」を設置し、市の職員が対応し

ている。 
② 高松市と高松市社協との連携 
・2015 年に高松市が高松市社協に生活支援体制整備事業を委託し、2019 年に高松市社協



 

に地域共生社会推進室ができた。 
・2015 年に 7 名の生活支援コーディネーターが配置されたが、その後増員され、まるごと

福祉相談員を兼務する現在 15 名が地域共生社会推進室に所属している。 
・高松市の局長や課長補佐級の職員が、高松市社協へ出向していた。 
③ 高松市社会福祉協議会 
・社協の中に地域共生社会推進室ができ、分野横断的な(介護、障害、子育て、生活困窮問

わず) 取り組みを行えた。 
・分野を問わず困りごとを受け止めて、必要な支援を届ける「まるごと福祉相談員」が配

置された。 
・2018 年からモデル事業を開始し、2022 年に開始した重層的支援体制整備事業が始まる

前から「まるごと福祉相談員」がいたため、そのままの建て付けで重層的支援体制整備事

業を行えた。 
④ 高松市社協と各地区の連携 
・2 人のまるごと福祉相談員が各地区を担当し、地区毎にアプローチの差が出ないように

していた。 
・高松市社協（生活支援コーディネーター）と地区社協が連携し、地域福祉ネットワーク

会議（平均 17 名が参加）の立ち上げをサポートした。 
・高松市社協が課題を与え助け合いを強要するのではなく、地域住民が主体となり、課題

やニーズを見つけるのをサポートするプロセスをとった。地域福祉ネットワーク会議は住

民主体で運営し、社協は会議参加者の交流を促した。 
⑤ 各地区 
・地域コミュニティ協議会は、市からの地域まちづくりのための交付金があり、自治会が

中心で良好な組織体制で あった。 
・その地域コミュニティ協議会を活かし、地域福祉ネットワーク会議の立ち上げ支援をし

た。 
・各地区で地域福祉ネットワーク会議が住民に対してアンケート調査を行い、生活課題を

把握した（44 地区中 32 地区でアンケートを実施し回収率の平均は 74.5%、8 地区では 2
回以上を実施）。その結果、介護保険を利用するほどではないが助けを必要とする人々の存

在が明らかとなり、各地区において新たに住民による支え合いサービスが始まった。令和

６年度実績では、訪問型サービス B(26 地区)や通所型サービス B(6 地区)、その他事業(24

地区)が行われた。 
・地域福祉ネットワーク会議では休憩時間を多くとり、ロビーで行われる対面での会話

が、情報交換に有用であった。各地区でユニフォームや旗、キャラクターを作ることで、

一体感があった。 
⑥ 専門職の関与 
・44 の全ての地区に高松市から担当保健師を配置している。 
・担当保健師は各地域の健康課題についての地域診断を行い、保健委員会長と話し合いな

がら、健診の予定や健康講話のテーマを考えている。 
・地域福祉ネットワーク会議に保健委員会が関与している地域がある。 

  



 

 
３） 高知県の事例から、ソーシャルキャピタル醸成に寄与する体制整備状況を抽出す

る。 
① 地域住民主体の共助活動 
・高知県が認定する地域福祉コーディネーターやスタッフが拠点に常駐し、地域の生活課

題やニーズを把握して地域住民と協働している。 
・「通いの場」を核に、「預かる・働く・送る・学ぶ」など多様な活動が展開され、住民

同士の交流・信頼関係を醸成した。 
・地域の見守りネットワークを構築し、独居高齢者などの要配慮者の早期発見と支援につ

なげている。 
 
② 多様なステークホルダーの連携 
・市町村が事業主体となりつつ、社会福祉法人、NPO法人、地域住民組織、民間企業など

に委託する形で、多様な地域資源が活用されている。 
・福祉保健所と県のサポート体制により、自治体だけでなく行政全体での支援が充実して

いる。 
・日本福祉大学など大学との協働により、評価・分析の仕組みや人材育成も推進してい

る。 
 
③ 小地域を単位とした支え合いの仕組み 
・「サテライト型」展開により、小地域に根ざした活動が展開している。小規模ながらも

地域密着型で、地域間の差異に応じた柔軟な対応が可能である。 
・集落活動センターとの連携により、中山間地域における包括的な地域づくりと一体化し

た取り組みが実施されている。 
 
④ 包括的かつ継続的な支援体制 
・行政責任が明確化されており、県と市町村の連携によって、施策の継続性・持続性が確

保されている。 
・PDCAサイクルによる評価・改善を継続的に実施している。例えば、利用者分析ソフトや

DX化支援など、新しい手法も積極的に導入している。 
・人材育成（研修、留学制度）や、学びの場の創出などもあり、地域内における人と人と

のつながりを強化している。 
 
⑤ 多世代・多様性を尊重した設計 
・子どもから高齢者、障害のある人まで年齢や背景にかかわらず誰でも利用可能で、制度

サービスの隙間を埋める柔軟なサービスを提供している。 
・認知症カフェ、子ども食堂、介護予防活動など、ライフステージに応じた多様な活動が

盛り込まれている。 



 

Ｄ. 考察 
 １）人口あたりの常勤保健師数は特に人口の少ない市町村ではばらつきが大きく、指標

として一貫性のある結果が出にくくなった可能性がある。人口規模が比較的多い市町で

は、財政力指数や可住地人口密度が常勤保健師数と社会参加の交絡になっていることが推

察された。市町村保険者機能強化推進交付金については、人口規模が比較的多い市町では

社会参加が多いといった結果は出たものの、相関係数や全国 71 市町村での結果を見る限り

は一貫した結果とは言えず、今後の検証が期待される。 
２）他地域での横展開には、市に分野横断的な組織（例：地域共生社会推進室）を設置

し、市社協と協働する体制が鍵となる。市職員の出向により意思統一を図り、市社協に委

託金を伴う事業委託を行うことで、分野横断的支援の展開が可能となる。生活支援コーデ

ィネーター（まるごと福祉相談員と兼務）が各地区を担当し、地域住民の主体的な課題発

見と解決支援を行うプロセスは、住民主体のネットワーク会議の構築にもつながる。既存

の自治会や地域協議会の活用、アンケートや地域診断による課題把握も有効である。他地

域に展開する際は、保健師が各地区に関わり地域診断を行った利点があったことから、若

手保健師が地域と関わる動機や支援の仕組みを構築し、持続的な人材育成の視点が求めら

れる。 
３）高知県の「あったかふれあいセンター」事業は、小地域単位での共助の仕組み、行

政と地域住民の協働、多様な主体による柔軟な運営体制を有しており、他地域への横展開

に高い可能性を有する。特に、地域福祉コーディネーターの配置やサテライト展開など

は、都市部・中山間地域を問わず応用可能である。一方で、事業主体である市町村の意思

形成や人材育成が成功の鍵となるため、他地域での導入には行政支援体制の整備と住民参

画の促進が不可欠である。継続的な評価と柔軟な制度設計を前提とすれば、地域の特性に

応じた共生社会の構築に資するモデルとなりうる。 
 

Ｅ. 結論 
 １）常勤保健師数と社会参加割合には有意な関連は見られなかったが、比較的人口の多

い市町では市町村保険者機能強化推進交付金が大きい地域では社会参加割合が高いという

関連が見られた。 
 ２）高松市・高松市社会福祉協議会・各地区での特徴と、それ関係性の視点から、横展

開の可能性として、市や社協での分野横断的な組織の設置、既存の自治会や地区協議会の

活用、アンケートや地域診断による課題把握が挙げられた。 
 ３）高知県が認定する地域福祉コーディネーターの配置やサテライト展開などは、都市

部・中山間地域を問わず横展開できる可能性がある。 
 

Ｇ. 研究発表 

1. 論文発表 
なし 

2. 学会発表 
なし 

 

  



 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
1. 特許取得 
 なし 
2. 実用新案登録 
 なし 
3. その他 
 なし

  



 

※以下、添付資料 1 

 

（添付資料 1）高知県のあったかふれあいセンターについて 

 
高知県須崎福祉保健所保健監（須崎保健所長） 

高知県健康政策部医監 
福永 一郎 

 
 先行研究において、通いの場づくりや効果的運用により、地域レベルの健康指標が改善すること

が知られている。通いの場づくりには、高知県内においても、種々の取組があるが、通いをはじめ

として多くの機能を小地域の拠点として持たせた高知県独自の取組である「あったかふれあいセン

ター」と「集落活動センター」を紹介する。 
 
１．あったかふれあいセンターとは 
 あったかふれあいセンターは、子どもから高齢者まで、年齢や障害の有無にかかわらず、小規模

でありながら必要なサービスが提供でき、ふれ合うことのできる高知型地域共生社会の拠点である。

小地域のエリアにて地域福祉の拠点として、健康問題を始め地域ニーズの把握や課題に対応した支

援を行うほか、住民主体での要配慮者の見守りや生活課題に対応した支え合いなどの地域福祉活動

のバックアップや充実に向けた取り組みを行う。子どもから高齢者まで、年齢や障害の有無にかか

わらず、小規模でありながら必要なサービスが提供でき、ふれ合うことのできる高知型地域共生社

会の拠点である。 
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２．あったかふれあいセンター設立の経緯と現況 
 高知県では、県主導で地域福祉の進め方を模索していたが、2005 年度、高知県保健福祉課（当時）

のなかに「地域支え合い推進チーム」を設置し、2007 年度には高知県の福祉保健所に「地域支援室」

を設置し、県本庁および保健所に地域・市町村の地域福祉を支援促進する組織人員を配置した。2007

年 11 月には日本福祉大学平野研究室が参加し、大学の協力のもと、高知型福祉を進めていった。 

 2009 年度 高知県組織として地域福祉部を設置し、高知県地域福祉支援計画のなかで「高知型福

祉」を掲げ、ふるさと雇用再生特別交付金を利用して「あったかふれあいセンター」事業を開始し

た。あったかふれあいセンターは市町村が事業主体として、社会福祉法人、NPO 法人、地域自主組

織、民間企業、などに委託して運営するものであり、県地域福祉部、各福祉保健所が市町村に対し

て強力に設置を働きかけ、22 市町村でスタートした（2010 年 1 月）。2012 年度に特別交付金の終

了に伴い、県単独補助事業（補助率：県 1/2）となり現在に至っている。2024 年 4 月現在、31 市町

村（34 市町村中）55 か所 243 サテライトが設置されている。 

 
３．あったかふれあいセンターの活動 
１）あったふれあいセンターの機能 
 必須機能と拡充機能がある。 
 (1)必須機能 
 ①集いを軸とした多様なサービスの提供 
  「集い」に加え、「預かる・働く・送る・交わる・学ぶ」の機能の中から地域の実情に応じて少

なくとも 1 機能を実施する（なお、これらの機能により、自動的に「通いの場」となる）。 

 
 ②地域の見守りネットワークの構築 
  地域の要配慮者を早期に発見して、見守り支援するため、「訪問・相談・つなぎ」機能を発揮で

きるものとし、独居高齢者や障害者の見守りや相談活動などのための訪問を週 2 日程度実施する。 

 
 ③生活支援 
  支援が必要な人に対して直接サービスを提供するほか、地域の生活課題やニーズに応じた生活

支援サービスの仕組みづくりやコーディネート、地域での支え合いの仕組みづくりなどを行う。 
 

 (2)拡充機能 
 地域のニーズに応じて機能を拡充できる（移動手段の確保・配食・泊り・介護予防・認知症カフ

ェ、子ども食堂）。介護予防の一環であるが、高知市が発祥の地である（前高知市保健所長堀川俊一

氏の発案）元気いきいき百歳体操を行っているセンターが多い。 
 
 上記は、県の補助要件としての事業であるが、センターの場を活用して、地域支援事業・生活支

援体制整備（介護保険法）、重層的支援体制整備事業（地域共生社会関係）、生活困窮者支援等のた

めの地域づくり事業などを展開している市町村もある。さらに後述する「集落活動センター」への

運営委託や協働により、中山間地域における地域づくりの一環として位置づけている場合もある。 
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２）あったかふれあいセンターの実施体制 
 (1)人員配置は基本形として 3 名(コーディネーター1 名 ・スタッフ 2 名) 

 (2)拠点（概ね週 5 日開所）での活動のほか、地域の状況に応じ、サテライトを設置して取り組み

を実施 
 (3)地域住民を交え、あったかふれあいセンターの運営について協議する会（運営協議会）の開催

（年 1 回以上） 

 
地域福祉コーディネーター 
 ＜配置＞ 
基本形：１名（人役は 1 人役の専任または、実施主体の業務との兼務の 0.5 人役のどちらかとする） 
＜役割＞ 
・あったかふれあいセンター等地域福祉の拠点において、地域の課題や生活ニーズへの対応、地域

のニーズに応じた新たな支え合いのしくみづくりを進め、支援する役割を担う。 
・集いの場をマネジメントする力やニーズを発掘しそれに応じたサービスへとつなぐほか、保健･医

療･介護･福祉などの連携による地域包括支援ネットワークシステム※の構築を図り、地域の福祉課

題の解決に向けてリーダーシップを発揮する役割を担う。 
＜要件＞ 
・県主催の地域福祉コーディネーター養成研修を修了した者もしくは、社会福祉事業に従事した経

験を有する者又はこれと同等以上の能力を有すると市町村が判断した者とする。 
  
スタッフ 
 ＜配置＞ 
基本形：２名（人役は 1 人役の専任とする）＋協議により増員可能 
＜役割＞ 
・「集い」などの基本機能に加え、新たな基本機能である「相談・訪問・つなぎ」「生活支援」の３

つの機能を展開していくため２名の配置を最低基準とし、着実に遂行する役割を担う。 
・コーディネーター同様、あったかふれあいセンター等地域福祉の拠点において、地域の課題や生

活ニーズへの対応、地域のニーズに応じた新たな支え合いのしくみづくりを進め、支援する役割を

担う。 
＜要件＞ 
・地域福祉の拠点としての活動を展開していく必要があることから、資格取得等スキルアップにつ

ながる研修を適宜受講するものとする。 
 

日本福祉大学.中山間地域における新たな地域福祉推進策としての 

「あったかふれあいセンター事業」の効果検証事業報告書.2013. より 

 
３）あったかふれあいセンターの予算 
 県全体での予算規模感として令和元年度の例をあげる。運営費総額は 720,778 千円で、うち県単

独補助金活用分が 614,186 千円（内訳：県単独補助金 289,447 千円、市町村費 294,268 千円、その

他 30,471 千円）、過疎対策事業債活用分 106,592 千円である。 
 これに加えて、市町村により、地域支援事業・生活支援体制整備（介護保険法）、重層移行準備事

業費補助金（地域共生社会関係）、生活困窮者支援等のための地域づくり事業費補助金など、種々の



 

財源を投入している。 
 
４）あったかふれあいセンターの活動実績 
 必須機能の活動実績（2023 年度） 

  集い 実人数 10,210 人、延べ利用回数 186,172 件 

  相談 実人数 943 人、延べ利用回数 2,207 件 

  訪問 実人数 4,863 人、延べ利用回数 20,188 件 

  生活支援 実人数 2,460 人、延べ利用回数 36,820 件 

  つなぎ 実人数 1,198 人、延べ利用回数 3,765 件 

 
４．あったかふれあいセンターの特徴 
 あったかふれあいセンターの特徴を以下にあげる。 
１）「場の共生」から「地域の共生」を目指し、「サテライト型」の展開をとる （小地域活動） 
  地域福祉の拠点として整備されている性格で、地域共生を強く意識している。 
 
２）制度サービスの隙間を埋め、子どもから高齢者まで、年齢や障害の有無にかかわらず利用可能

な仕組みとなっている。また、介護保険事業を始め、他制度の受け皿にもなる。 
 
３）「地域福祉コーディネーター」を配置し、研修による人材育成を行っている。 
 
４）市町村が事業主体であり、県の福祉保健所と県が支援刷る仕組みである。また、あったかふれ

あいセンターの整備は市町村の地域福祉計画と一体的に推進され、これらのことにより、都道府県

および市町村の行政責任が明確であり、また継続性が担保されている。 
 
５）委託される運営主体は多様であり、地域に応じた活動が可能である。 
 社会福祉協議会、社会福祉法人（相談支援事業所、作業所、地域活動支援センターなど）、NPO
法人、一般社団法人、地域自主組織（地域住民が自主運営）、民間企業など 
 
６）集落活動センター（後述）との連携が意図されている 
  集落活動センターの運営主体にあったかふれあいセンターの運営が委託されたり、センター同

士の事業の協働が見られている。 
  例）須崎市のあったふれあいセンターあわ、佐川町のとかの集落活動センターあおぞら内のあ

ったふれあいセンターとかの 
  例）複合施設内にあったかふれあいセンター 
   北川村（総合保健福祉センター、社会福祉協議会、小規模多機能施設ゆずの花に併設） 
  



 

 
５．あったふれあいセンターの運営の実際 
 著者が勤務する高知県須崎福祉保健所管内、須崎市のあったふれあいセンターについて具体例を

示す。 
 管内（1 市４町）の 1 市３町にあったかふれあいセンターがあり、須崎市内には 4 か所のあった

かふれあいセンター、13 か所のサテライトがある（令和 6 年 5 月現在）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
高知県須崎福祉保健所資料より著者が作成 
 機能については、以下の表に示すとおりであり、必須機能に加え、介護予防、認知症カフェなど

の拡充機能がある。 
 
 活動の実際として、一つのセンターの実際を写真等で紹介する。 
 

 

 

 

 

 

 

 
あったかふれあいセンターかみぶんインスタグラムより 

 

まちなかサロン さんぽ あわ かみぶん

H22.4.5 R元.5.7 R3.4.1 R4.4.1

須崎市
社会福祉協議会

浦ノ内地区
地域自主組織

集落活動センターあわ
上分地区

地域自主組織

はってん 浦ノ内公民館 集落活動センターあわ
JAくろしお
上分支所跡地

３ヶ所 ３ヶ所 ４カ所 ３ヶ所

しんまち：３回/週
山手町：２回/月
妙見山：2回/月

ぬくんば：１回/月
ベイサロン：１回/月

中ノ浦にこにこ会：１回/月

モルック①（個人宅）：１回/週
モルック②（安和交流会館）：１

回/週
グランドゴルフ（安和本谷公

園）：２回/週
カラオケ（ゆうりん）：１回/月

上分公民館：１回/月
伊才野：１回/週
川西：１回/週

１人 １人 １人 1人

３人 １人 １人 1.7人

４人 ２人 ２人 2.7人

◎ ◎ ◎ ◎

○

○ ○ 〇

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

◎ ◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎ ◎

○ ○ ○ 必要に応じて

○ 〇 必要に応じて

○ ○ ○ ○

○

市町村 須崎市

事業名

設置年月日

委託先

拠点 場所

箇所数

開所頻度

コーディネータ－

スタッフ

合計

集い（必須）

預かる

働く

送る

交わる

学ぶ

相談（必須）

訪問（必須）

つなぎ（必須）

生活支援

移動手段の確保

配食

介護予防

認知症カフェ

子ども食堂

集
い
サテライト

人員体制

付
加
機
能

拡充
機能

機
能

必
須
機
能



 

６．高知県と高知県福祉保健所の支援の実際 

１）県の支援 
 前述のように、「高知型地域共生社会の拠点」として、あったかふれあいセンターを県の補助事業

として整備し、設立に対する勧奨、相談を行っている。コーディネーター、スタッフに対しては各

種の研修を実施し、人材育成とスキルの向上を図っている。 
 運営の評価支援として、事業開始当初（2010 年）より日本福祉大学の協力を得てあったかふれあ

いセンター利用者管理・分析ソフトを開発し、利用状況、実績分析を実施している。このソフトは、

あったかふれあいセンターが使用することで、各々のセンターの実績や課題を把握し事業展開に生

かすこともできる。 
 2024 年にはセンターの DX 化への補助金（幅広い世代の利用）を創設し、「学ぶ」に派遣する専

門職の斡旋や職員の研修に対する専門職の斡旋も行っている。 
 高知県は、日本一の健康長寿県構想において、一貫して県政の重要施策として位置づけ、年度年

度に応じた事業を展開し、実施結果は PDCA サイクルによる逐年評価を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
２）福祉保健所の支援 
 福祉保健所では、地域支援室地域支援部門が直接支援を行い、同室地域連携部門が主に高齢者福

祉・介護・認知症部門の支援、他の業務課も事業に応じた支援（学びの講師派遣を含む）を実施し

ている。たとえば、2024 年 11 月には、著者が須崎市内のあったふれあいセンター「さんぽ」にて、

高齢者の聞こえと補聴器に関する講演と相談会を行った。 
  



 

 (1)事業運営の支援 
 須崎福祉保健所の例をあげる。各市町ではあったかふれあいセンターの定例会を行っており、た

とえば須崎市であれば、市の定例会に出席して情報共有や意見交換を実施している（年 12 回）。ま

た、管内あったかふれあいセンター担当者会（須崎福祉保健所では年 1 回開催：複数回開いている

福祉保健所もあります）など、管内全体の会を主催している。市町社会福祉協議会、市町担当課か

らの相談は随時受けており、市町村地域福祉計画・地域福祉活動計画、介護保険事業計画の策定に

参加している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2)あったか留学の募集・調整 
 高知県事業として、福祉保健所単位で、県内の他の管内のあったかふれあいセンターに体験実習

し、自らのセンターの運営に生かす事業を行っており、好評である。 
 

  



 

７．集落活動センターについて 
 高知県では中山間地域の振興策として、集落活動センターの設置を促進している。集落活動セン

ターは、地域の住民が力を合わせて、将来にわたり「安心して暮らし続けられる集落づくり」を進

めるための仕組みである。旧小学校や集会所等を拠点として、近隣の集落どうし（旧小学校区単位

を想定）が連携しながら、生活、福祉、産業、防災などの活動について、地域ぐるみで取り組むも

のである。運営には地域の組織や個人が関わるほか、地域おこし協力隊や集落支援員など、地域内

外の人材を活用している。 
 
 ※地域おこし協力隊：都市地域から過疎地域等へ移住し、各市町村から委嘱を受け、地域での活

動を行う ※集落支援員：各市町村からの委嘱を受け、市町村職員や住民とともに集落対策を推進

する 
 
 著者の勤務する須崎福祉保健所管内では全ての市町に設置されている。 
 
１）集落活動センターの概要 
 高知県では「くらしを支える」、「活力を生む」、「しごとを生み出す」の３つを政策の柱として、

中山間地域の総合政策を進めており、県政上の重要課題として高知県中山間地域再興ビジョンを策

定し、集落活動センターは重要政策として位置づけられている。 
 集落活動センターは、2012 年に開始され、高知県総合企画部中山間地域対策課が所管している。

2023 年 5 月現在で、10 市 17 町 5 村、66 カ所の集落活動センターが開所されている。 
 集落活動センターには中山間地域の小さな拠点としていろいろな機能を組み込むことが可能であ

り、健康づくり活動や医療、福祉活動も包含できる仕組みである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
高知県集落活動センターハンドブックより 

  



 

２）地域支援企画員 
 高知県では、地域の元気づくりや支え合いの取り組みを応援するため、2007 年度に地域支援企画

員制度が発足した。地域支援企画員は、各市町村に駐在して、市町村と連携しながら地域の振興や

活性化に向けた取り組みを支援するとともに、県と地域をつなぐパイプ役となって県の政策や支援

制度などの情報を伝えたり、県民の声を県政に反映するための活動を行うもので、大きなミッショ

ンとしては、地域雇用や収入につながる取り組みなど、県の産業振興計画の地域アクションプラン

の実行支援に取り組んでいる。また、中山間地域では、高齢化の進行や人口の減少に伴う地域活動

の担い手不足、買い物や移動手段といった生活面での不安、農林水産業を担う人材の不足など、さ

まざまな課題に直面しているが、中山間対策の核となる取り組みとして、集落維持に向けた仕組み

づくりである「集落活動センター」の立ち上げや運営等の支援に地域と一緒に取り組んでおり、各

地域における集落活動センター設立・運営の大きなエンジンとなっている存在である。所管は高知

県産業振興推進部産業政策課であり、県下７地域に地域産業振興監を配置、46 人の地域支援企画員

が活動を行っている。 
 
３）あったかふれあいセンターと集落活動センター 
 中山間地域におけるあったかふれあいセンターの活動は、「安心して暮らし続けられる集落づく

り」を進める集落活動センターと親和性が高いものであり、集落活動センターによるあったかふれ

あいセンターの運営や、連携協働による活動が展開されている。須崎市のあったふれあいセンター

のうち、1 か所は集落活動センターに運営委託しており、地域づくり、地域おこし活動と一体的に

事業を展開している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
８．おわりに 
 高知県における通いの場、集いの場としてのあったふれあいセンターおよび集落活動センターに

ついて紹介した。両センターに共通してみられるのは、地域住民を主体にしていること、地域のニ

ーズに応じた細やかな運営が可能なこと、行政の責任が明確であること、県と市町村との協働によ

り展開されていること、県主導であること（県主導の市町村支援として発足した）、継続的に県政上

の重要施策として位置づけられ、PDCA サイクルにより事業が運営されていること、である。これ

らの要素は、通いの場の横展開にあたってのキーワードになるであろう。 
 その一方で、運営には事業主体である市町村の考えやビジョンが一定反映される部分があるため、

地域での意思形成と相まって自治体の力量形成が問われ、支援する福祉保健所もそれは同様である。

そのため、センター職員の力量形成とともに、自治体のレベルアップも同時に求められる。横展開

にあたっては自治体の意思形成や力量形成に対する支援方策も意識する必要があろう。 
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業」の効果検証事業報告書.2013.  
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 そのほか、高知県資料、高知県須崎福祉保健所資料、須崎市内あったふれあいセンター資料等を

適宜参照した。 
 

 

 

 



 

厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
分担研究報告書 

 

「ソーシャルキャピタルの醸成に向けたアクションプランの提言 」 

 
研究分担者 近藤 尚己（京都大学大学院医学研究科社会疫学分野） 

研究協力者 井手 一茂（千葉大学予防医学センター健康まちづくり共同研究部門） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ａ．研究目的 
 健康日本 21（第三次）1では，健康寿命の延伸及び健康格差の縮小を達成するための 1
つに社会環境の質の向上を掲げている。社会環境の質の向上に関する目標の中には，ソー

シャルキャピタル（Social Capital）3 項目（①地域の人々のとのつながりが強いと思う者

の割合の増加，②社会活動を行っている者の増加，③地域等で共食している者の増加）が

含まれている 1。本研究班の最終目標は，ソーシャルキャピタル醸成に向けた地域資源整

備，アクションプランの改訂に向けた提言である。より効果的な提言を実施するために

は，健康日本 21（第三次）の実施主体の 1 つである都道府県の実態を把握することが必要

で 
ある。そこで，本研究の目的は，都道府県におけるソーシャルキャピタル醸成に向けた目

標，測定方法，達成に向けた体制を把握することとした。 

  

研究要旨 

本研究は、健康日本 21（第三次）が掲げる健康寿命の延伸および健康格差縮小に向け，都道

府県の健康増進計画におけるソーシャルキャピタル醸成に関する目標，測定方法，達成体制の

現状を把握することを目的とした。令和 6 年度時点で策定されていた 47 都道府県中 45 団体

の計画を対象にレビューを行った。その結果，45 団体中 42 団体（93.3%）がソーシャルキャ

ピタル関連指標を目標として掲げており，特に構造的ソーシャルキャピタル（社会活動）を採

用する割合が高かった。指標としては、健康日本 21（第三次）で示されている既存指標の活

用が多く，一部では市町村別の活動実績に基づく独自指標も用いられていた。調査方法は都道

府県独自の調査と国調査の集計に大別され，体制面では，全体推進体制の記載は 62.2%，ソー

シャルキャピタル指標に関する具体的アクションの記載は 21.4%に留まった。格差縮小に関

する目標は計画全体の 48.9%で掲げられていたものの，ソーシャルキャピタル指標において

格差に言及した例はなかった。今後，都道府県・市町村間で比較可能なソーシャルキャピタル

指標と標準化された調査方法の整備，ソーシャルキャピタルに関する格差モニタリング体制

の構築、さらに連携主体ごとに役割を整理した具体的なアクションプランの策定と普及が求

められる。 



 

Ｂ．研究方法 
1. レビュー対象の選定 

 健康日本 21（第三次）において定められている各都道府県の健康増進計画にあたる計画

を収集した。収集にあたっては，各都道府県，国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研

究所国立健康・栄養研究所の健康日本 21 分析評価事業 2のホームページを用いた。計画

は，令和 6 年度時点で策定済のものを対象とした。 

 

2. 分析方法 
レビューにあたり，ソーシャルキャピタル醸成に向けた目標策定の有無を確認した。ソ

ーシャルキャピタル項目は，健康日本 21（第三次）1で掲げられている①地域の人々のと

のつながりが強いと思う者の割合の増加，②社会活動を行っている者の増加，③地域等で

共食している者の増加以外にも，ソーシャルキャピタルに関連する項目は収集した。手順

としては，1 人の研究者が各都道府県の計画より，ソーシャルキャピタル関連項目の目標

を抽出し，抽出した目標について，分担研究者，研究協力者間で確認した。その後，抽出

した目標に関し，指標名，調査方法，体制，格差への言及の有無について確認し，整理し

た。本報告書では，集計時の該当都道府県数の単位は団体とした。 
（倫理面への配慮） 
 公開されている都道府県の健康増進計画にあたる計画のレビューであり，倫理審査は不

要である。 
 
Ｃ．研究結果 
1．レビュー対象 

 47 団体中，45 団体（95.7%）が令和 6 年度時点で健康増進計画にあたる計画を策定済で

あり，レビュー対象とした。 
 

2. ソーシャルキャピタル関連指標の策定状況 

 計画策定済の 45 団体中，42 団体（93.3%）が目標値にソーシャルキャピタル関連指標

を含んでいた。42 団体中，35 団体（83.3%）がソーシャルキャピタル関連指標を社会環境

の目標に位置付けていた。7 団体（17.7%）では，ソーシャルキャピタル関連指標が食生

活・栄養 1 団体，身体活動，個人の健康づくり，こころの健康，ライフコース（高齢者の

健康）の目標として位置づけられていた。 
 

3. ソーシャルキャピタル関連指標の内訳 

 42 団体で掲げられていたソーシャルキャピタル関連指標を，認知的，構造的（社会活

動），構造的（共食）ソーシャルキャピタルで整理した。その結果，構造的（社会活動）42

団体（100.0%），認知的 27 団体（64.3%），構造的（共食）24 団体（57.1%）と構造的

（社会活動）を掲げている都道府県が多かった。17 団体（40.5%）が認知的，構造的（社

会活動），構造的（共食）ソーシャルキャピタルの全てを目標に掲げていた。 



 

 

3．指標名，定義 

認知的ソーシャルキャピタルは，健康日本 21（第三次）で掲げられている地域の人々の

とのつながりが強いと思う者の割合を掲げている都道府県が最多（19 団体，45.2%）であ

った。その他には，悩みや心配ごとを聞く，寝込んだとき看病してくれる人がいるなどの

社会的サポートが用いられていた。 
構造的（社会活動）は，健康日本 21（第三次）で掲げられている社会活動を行っている

者が最多（23 団体，54.8%）であった。次に，通いの場の参加者数・割合が多く，心のサ

ポーターや食生活推進員などの活動を掲げている都道府県もあった。 
構造的（共食）は，健康日本 21（第三次）で掲げられている地域等で共食を行っている

者の割合が最多（13 団体，31.0%）であった。その他には，家族との共食を合わせて定義

に含めているものがあった。 
 

4. 調査方法 
 調査方法は，都道府県独自の調査実施，国民生活基礎調査，社会行動者調査を都道府県

別に集計の 2 つに大別された。通いの場，心のサポーターや食生活推進員などの活動は実

績を集計する形で実施していた。 
 

5. 体制，アクション 

 計画策定されていた 45 団体中，28 団体（62.2%）で計画全体の推進体制に関係機関別

の役割分担の記載があった。推進体制としては，主に，行政機関に加え，大学法人，健康

づくり実施団体，報道機関，保険・医療・福祉関係団体，経済団体が連携先として記載さ

れていた。ソーシャルキャピタル指標を掲げていた 42 団体のうち，ソーシャルキャピタル

項目の目標の連携主体別のアクションを記載していたのは，9 団体（21.4％）であった。 

 

7. 格差への言及 

 計画策定されていた 45 団体中，22 団体（48.9%）で格差縮小に関連する目標が掲げら

れていた。その全てが都道府県内の市町村もしくは圏域間の健康寿命の差の縮小であっ

た。一方，ソーシャルキャピタル指標において，格差やその縮小に言及している都道府県

はなかった。 

  



 

 
Ｄ．考察 
 令和 6 年度時点で策定済の 45 都道府県の健康増進計画にあたる計画をレビューした。

その結果，42 団体（93.3%）が目標値にソーシャルキャピタル指標を含んでおり，種類別

では，構造的（社会活動）39 団体（92.9%），認知的 26 団地（61.9%），構造的（共食）

25 団体（59.5%）の順に多くなっていた。 

 指標は，健康日本 21（第三次）で示されている指標を活用している都道府県が最も多

く，その他には，市町村別の活動実績を集計しているものが多かった。 
 健康日本 21（第三次）では，健康寿命の延伸及び健康格差の縮小を達成するために，社

会環境の質の向上，ソーシャルキャピタルの醸成が謳われている 1。しかし，都道府県間で

測定しているソーシャルキャピタル指標が異なっており，同一都道府県内での市町村間比

較を実施している都道府県も少なく，ソーシャルキャピタル指標の格差の縮小に対するモ

ニタリングが難しい状況である。これまでの計画で活用していた指標との整合性，県独自

の調査の実施の難しさなどの制限があると思われるが，ソーシャルキャピタル醸成におけ

る都道府県，市町村間比較が可能な体制の構築が今後求められる。具体的には，健康日本

21（第三次）で提唱されている指標に関するエビデンスの蓄積，調査方法の統一，市町村

別の調査結果を集約し，見える化する仕組みの構築が考えられる。 
 体制，アクションに関しては，ソーシャルキャピタル醸成にあたっての記載があった都

道府県は 9 団体（21.4％）に留まっていた。今後，厚生労働省からのアクションプランの

掲示を確認した上で，連携主体，主体ごとの役割を整理したアクションプランの策定と普

及が必要と考えられる。 
 
Ｅ．結論 
ソーシャルキャピタル醸成に向けた地域資源整備，アクションプランの改訂に向けた提

言に向け，都道府県の健康増進計画をレビューし，ソーシャルキャピタル醸成に向けた目

標（指標），測定方法，達成に向けた体制を整理した。 
多くの都道府県でソーシャルキャピタル指標が目標として掲げられていたが，指標の統

一，都道府県・市町村間比較が難しい実態であった。今後，ソーシャルキャピタル指標に

関する都道府県，市町村格差をモニタリングできる体制構築や連携主体，主体ごとの役割

を整理したアクションプランの策定と普及が必要と考えられる。 
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